
愛知県地域住宅整備計画(防災・安全)

（ 愛知県地域住宅計画 ）
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、豊山町
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、設楽町
し た ら ち ょ う

、東栄町
と う え い ち ょ う

平成２３年３月策定
（平成２６年３月　第５回変更）



社会資本総合整備計画

平成 23 年度 ～ 27 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

計画期間

　愛知県は、大都市地域でありながら、住宅・住環境においては比較的恵まれた地域である。しかしながら、少子高齢化の進行や人口減少局
面の到来、地震や犯罪などに対する安心・安全への関心の高まりやＮＰＯ活動の活発化など、住まい・まちづくりをめぐる状況は近年大きく変
化してきており、こうした現状と課題を踏まえた的確な住宅政策を推進していくことが必要になっている。

　また、愛知県地域の住宅政策については、この「愛知県住生活基本計画」に基づき平成１７年より愛知県地域住宅計画を策定し、公的賃貸
住宅ストックの再生・整備と適正な管理を実施してきた。

　こうしたなか、平成１８年６月に公布・施行された住生活基本法に基づき、愛知県では平成１９年２月に「愛知県住生活基本計画」を策定し
た。この計画では、あいち居住の将来像として、「安心して住み続けることができる」「いきいきとした住生活が実現できる」「環境と共生しなが
ら長く使い続ける」「地域特性を活かし、多様な主体が参画する」の４つを掲げており、その実現をめざし住まい・まちづくり施策を展開すること
としている。

愛知県 作成主体名

愛知県、豊橋市、岡崎市、一宮市、半田市、春日井市、豊川市、津島市、
碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、蒲郡市、常滑市、江南市、
小牧市、稲沢市、新城市、東海市、大府市、知多市、知立市、尾張旭市、
田原市、みよし市、あま市、豊山町、美浜町、幸田町、設楽町、東栄町

都道府県名

計画の名称 地域住宅計画の名称 愛知県地域住宅計画愛知県地域住宅整備計画(防災・安全)



 ２．課題

○「環境と共生しながら長く使い続ける住まい・まちづくり」に向けた課題

・新築時において長期間の使用に耐える質の高い住宅が供給されるよう誘導するとともに、住宅を長期にわたって活用していくため、住まい
手による適切な維持管理や、適切なリフォームが行える環境を整備することが重要である。特に、分譲マンションにおいては、適切な維持管
理が行なわれるよう、意識啓発や相談体制の整備を進める必要がある。

・愛知県は住宅建設資材の全国有数な生産地であるとともに、愛知県リサイクル資材評価制度など環境共生に係る先進的な取組も行なわれ
ている。環境に配慮した建築物の環境性能を総合的に評価する仕組みである建築物総合環境性能評価システムを活用することにより環境
に配慮した建築物を誘導し、愛知らしい環境と共生した住まいづくりを推進していくことが重要である。

○「いきいきとした住生活が実現できる住まい・まちづくり」に向けた課題

・住宅におけるバリアフリー対応はストックではまだ不充分で、特に借家では２割未満にとどまっている。

・家族形態や居住ニーズの多様化に対応するために、地域のニーズに応じた規模と質の住宅が確保し、的確な情報の提供や相談体制の充
実、円滑な住替えの支援等を図る必要がある。特に子育て期に安心して子どもを生み育てることができるよう、良質で低廉な住宅の確保を支
援していくことが必要である。

・まちなか居住の推進や密集市街地の整備、大規模住宅団地の再生を図るとともに、中山間地域の居住を確保するなど、多様な地域の特性
に応じた再生・活性化を進める必要がある。

○「安心して住み続けることができる住まい・まちづくり」に向けた課題

・あいち建築耐震プラン２０１５では、居住世帯のある住宅総数約２５４万戸のうち、耐震性に乏しいと見込まれる住宅は約５６万戸にのぼると
されている。東海・東南海地震がいつ起きてもおかしくない状況の中で、早急に住宅の耐震化を促進する必要がある。また、安心・安全な住ま
い・まちづくりに向けて、住宅の防犯についての取組も促進する必要がある。

・住宅に困窮する低額所得者や被災者など市場において自力では適正な居住水準の住宅を確保できない世帯や入居選別を受けやすい高
齢者や外国人などの住宅困窮世帯に対して、民間賃貸住宅を含めた重層的なセーフティネットを構築する必要がある。

・高齢者であること、障害者であることなどを理由に入居が拒まれることも少なくないことから、高齢者等向けの借家の整備・改善と入居環境
の整備等を進める必要がある。



①「安心して住み続けることができる住まい・まちづくり」

・地震に強い住まい・まちづくり、犯罪を誘発しにくい住まい・まちづくりをめざす。

・公的な住宅ストックの整備と有効な活用などにより、重層的なセーフティネットを構築するとともに、民間住宅の良質なストック形成と入居環
境の改善を推進し、住宅困窮者の居住の安定確保と高齢者、障害者等の円滑な入居環境の整備を図る。

②「いきいきとした住生活が実現できる住まい・まちづくり」

・高齢者、障害者などがいきいきとした住生活ができるよう、バリアフリー化など居住環境の整備を進める。

・適切な情報提供や相談体制の充実などにより、住まい手が安心して住宅の選択ができる環境整備を進め、多様化する家族形態や様々な
居住ニーズに対応した住宅の供給や支援を促進する。

・中心市街地、郊外の大規模住宅団地、中山間地域など、それぞれの地域特性に応じた再生・活性化を図るとともに、良好な住環境の維持
や安心して住み続けられる地域づくりに向けて、多様な主体が参画する活発なまちづくり活動を支援する。

　上記３点を「基本目標」とした公的賃貸住宅ストックの再生・整備と適正な管理

③「環境と共生しながら長く使い続ける住まい・まちづくり」

・長期間使用することのできる質の良い住宅の供給とともに、既存の建物については長寿命化型の改修を進める。

・建築物総合環境性能評価システムの普及・啓発を進めることにより、環境に配慮した建築物の誘導を進める。

 ３．計画の目標



単位

％

％

％

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

20

7.2% 13.0%長寿命仕様の公営住宅等の割合

27

目標年度
指　　標

28.0%

愛知県内の公営住宅等の管理戸数に対す
る建設、改善による長寿命仕様の住宅戸
数の割合

90.0%耐震性を有する住宅の割合

愛知県内の公営住宅等の管理戸数に対す
る建設、改善によるバリアフリー化住宅戸
数の割合

23 27

23公営住宅等のバリアフリー化住宅の割合

27

新耐震基準（1981年［昭和56年]基準）と同
程度以上の耐震性を有する住宅ストックの
比率
（平成20年住宅・土地統計調査等から推
計）

82.0%

定　　義

23.5%

 ４．目標を定量化する指標等

従前値 目標値
基準年度



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

＜事業の概要＞

○基幹事業

　公営住宅等整備事業 低所得者層向け公営住宅等の整備・建替

　公営住宅等ストック総合改善事業　　　　　 既存公営住宅等における改善事業

　住宅地区改良事業等 改良住宅等改善事業、空き家再生等推進事業、住宅新築資金等貸付助成事業

など

○効果促進事業

　公営住宅等整備関連事業 公営住宅等の建替に伴う関連工事の実施（造成、解体、駐車場・道路・集会所整備等）

公営住宅等の建替に伴う社会福祉施設等の整備・建替等

など

　公営住宅等改善関連事業 耐震改善（公営住宅等の耐震に向けた改善）

外壁改善（公営住宅等の安全性確保のための改善）

エレベーター改善（防犯）（既存公営住宅等の防犯カメラの設置）

など

　その他住宅等関連事業

　・耐震改修・防災関連事業 民間木造住宅耐震改修費補助、民間木造住宅建替補助

高齢者等木造住宅耐震改修費補助

民間木造住宅等除却費補助、空き家除却費補助

コンクリートブロック塀撤去費補助

　・居住支援関連事業 高齢者安定居住支援事業（高齢者等の安定居住等に関する支援事業）

あんしん賃貸居住支援事業（住宅弱者を受け入れる民間住宅の登録等）

など

目標①：「安心して住み続けることができる住まい・まちづくり」



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

＜事業の概要＞　

○基幹事業

　公営住宅等整備事業 低所得者層向け公営住宅等の整備・建替

　公営住宅等ストック総合改善事業　　　　　 既存公営住宅等における改善事業

　地域優良賃貸住宅整備事業 高齢者・障害者・子育て世帯等への賃貸住宅の供給、高齢者居住安定確保計画策定

　優良建築物等整備事業　　　　　 市街地の環境の整備改善等に資する優良建築物等の整備

　住宅地区改良事業等 改良住宅等改善事業、空き家再生等推進事業、住宅新築資金等貸付助成事業

など

○関連社会資本整備事業

　道路整備事業 公営住宅の建替にともなう道路整備

住宅支援事業と一体に行う道路整備

　都市公園整備事業 公営住宅の建替にともなう公園整備 など

○効果促進事業

　公営住宅等整備関連事業 公営住宅等の建替に伴う関連工事の実施（造成、解体、駐車場・道路・集会所整備等）

公営住宅等の建替に伴う社会福祉施設等の整備・建替等

など

　公営住宅等改善関連事業 エレベーター更新（福祉対応）（既存公営住宅等の福祉対応エレベーターへの更新）

住戸改善（住戸内の居住性向上・バリアフリー化などの改善）

など

　その他住宅等関連事業

　・住宅改修関連事業 民間住宅バリアフリー改修費補助

　・住宅関連情報・相談等事業 マンション管理情報（専門家相談、セミナーの開催）

増改築促進（住宅供給促進のための情報提供、資料作成等）

公的賃貸住宅募集情報（公的賃貸住宅の窓口、インターネットによる募集情報提供等）

住宅相談・住情報提供

　・住まい・まちづくり推進事業 住宅団地整備費補助（住宅地開発に係る道路・公園等への補助）

住宅取得支援事業（農山村地域移住者への補助）

定住促進住宅建設事業、宅地分譲事業、宅地開発関連施設整備事業

地域施設整備事業（市民館整備等）、低未利用地活用補助

　・民間賃貸住宅家賃等調査事業 民間賃貸住宅家賃等市場調査業務（地域優良賃貸住宅の整備に関わる家賃調査等）

など

目標②：「いきいきとした住生活が実現できる住まい・まちづくり」



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

＜事業の概要＞

○基幹事業

　公営住宅等整備事業 低所得者層向け公営住宅等の整備・建替

　公営住宅等ストック総合改善事業　　　　　 既存公営住宅等における改善事業

など

○効果促進事業

　公営住宅等整備関連事業 公営住宅等の建替に伴う関連工事の実施（造成、解体、駐車場・道路・集会所整備等）

公営住宅等の建替に伴う社会福祉施設等の整備・建替等

緑地整備（公営住宅等における緑地等の整備）

児童遊園整備（公営住宅等における児童遊園の整備）

など

　公営住宅等改善関連事業 共用部分改善（既設公営住宅等の共用部分の長寿命化・環境改善）

屋外・外構改善（既設公営住宅等の屋外・外構の長寿命化・環境改善）

外壁等改善（既設公営住宅等の外壁・屋上等の長寿命化・環境改善）

排水処理施設整備（公営住宅等における浄化槽から下水道接続への切替）

など

　その他住宅等関連事業

　・環境共生住宅等推進事業 環境共生住宅等推進事業（環境共生住宅・建築物の整備・促進関連事業）

雨水貯留槽設置助成

生ごみ堆肥化促進補助事業

品確法情報提供等（住宅の品質確保を促進するための講演会の開催等）

 など

目標③：「環境と共生しながら長く使い続ける住まい・まちづくり」



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

＜事業の概要＞

○効果促進事業

　その他住宅等関連事業

　・住宅マスタープラン関連事業 住宅マスタープラン策定調査

住宅マスタープランの普及・啓発事業

住宅マスタープランに基づく推進事業

など

＜事業の概要＞

○基幹事業

　公営住宅等整備事業 建替に伴う移転者に対する助成金

　公的賃貸住宅家賃低廉化事業 公的賃貸住宅入居者の応能応益家賃の支援

など

○効果促進事業

　移転助成事業 建替に伴う移転者に対する助成金・協力金や仮住居借上

など

　その他住宅等関連事業

　・公営住宅家賃等関連事業 公営住宅家賃減免事業（低所得世帯や福祉世帯の家賃減免）

公営住宅使用料激変緩和措置（制度改正に伴う公営住宅使用料の上昇緩和）

 など

①～③の目標全般に関連する事業

①～③の事業と一体となって効果を発揮する事業



 その他の関連事業

計画の目標を達成するために実施するその他の関連事業

＜事業の概要＞

○高齢者等居住安定化推進事業

　高齢者・障害者・子育て世帯居住安定化推進事業 公的賃貸住宅団地における、高齢者生活支援施設・障害者福祉施設・子育て支援施設の整備

（県営平針住宅団地、県営岩崎住宅団地、県営西御堂住宅団地など）

○地域優良賃貸住宅整備事業等

　地域優良賃貸住宅整備事業等 都市再生機構が定めた供給計画に基づく子育て世帯向け住宅の整備

○地域居住機能再生推進事業

　地域居住機能再生推進事業 地方公共団体や都市再生機構、地方住宅供給公社等の多様な主体の連携による、

既存住宅団地の地域居住機能の再生

（県営野並住宅団地）



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

A 基幹事業
 A1 地域住宅計画に基づく事業 （金額の単位は百万円）

交付期間内 交付金算定

事業費 対象事業費

公営住宅等整備事業 愛知県 豊橋市 春日井市 146戸 1,325 1,325

蒲郡市 新城市

公営住宅等ストック総合改善事業 愛知県 豊橋市 岡崎市 8,031戸 5,453 5,453

一宮市 半田市 春日井市

豊川市 津島市 碧南市

刈谷市 豊田市 安城市

西尾市 蒲郡市 江南市

小牧市 稲沢市 新城市

知多市 知立市 尾張旭市

田原市

住宅地区改良事業等 改良住宅等改善事業 一宮市 津島市 知立市 124戸 142 142

あま市

基幹事業(A1)　合計　 6,920

基幹事業(A)　合計　 6,920

B　関連社会資本整備事業
（金額の単位は百万円）

交付期間内 交付金算定

事業費 対象事業費

道路整備事業 豊橋市 - 20 20

関連社会資本整備事業(Ｂ)　合計　 20

C 効果促進事業
（金額の単位は百万円）

交付期間内 交付金算定

細項目 事業費 対象事業費

公営住宅等関連事業 公営住宅等整備関連事業 愛知県 豊橋市 春日井市 - 56 56

　　公営住宅関連施設整備、 新城市

　　駐車場整備、道路・集会所・公園・緑地等整備、

　　既設解体、敷地造成工事、雨水貯留槽設置、

　　事業活用調査、測量試験費、用地取得、

　　関連設計・関連調査・工事監理費等　その他事業

公営住宅等改善関連事業 愛知県 春日井市 豊川市 - 77 77

　　耐震改善、外壁等改善、 江南市 小牧市 知多市

　　共用部分改善、共同施設改善、測量試験費、 知立市 田原市 あま市

　　長寿命化改善基本調査、

　　関連設計・関連調査・工事監理費等　その他事業

移転助成事業 豊橋市 春日井市 - 10 10

　　移転助成金、移転協力金、仮住居借上　　等

効果促進事業(C)　合計　 143 143

規　　模

規模事業主体

事　　　　　　　　　　業 事　業　主　体

事業

規　　模事　　　　　　　　　　業 事　業　主　体



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

A'　その他関連する事業
（金額の単位は百万円）

交付期間内 交付金算定

事業費 対象事業費

愛知県地域住宅整備計画(愛知県地域住宅計画)

　公営住宅等整備事業 愛知県 豊橋市 岡崎市 3,251戸 27,597 27,597

一宮市 豊川市 碧南市

刈谷市 豊田市 新城市

知立市 田原市 美浜町

設楽町

(一部、平成23～24年度の地域自主戦略交付金の事業を含む)

　公営住宅等ストック総合改善事業 愛知県 豊橋市 岡崎市 10,270戸 3,451 3,451

一宮市 半田市 春日井市

豊川市 津島市 碧南市

刈谷市 豊田市 安城市

西尾市 江南市 稲沢市

新城市 東海市 大府市

知多市 知立市 尾張旭市

田原市 みよし市 豊山町

美浜町 幸田町

(一部、平成23～24年度の地域自主戦略交付金の事業を含む)

　地域優良賃貸住宅整備事業 愛知県 豊橋市 豊田市 - 631 631

　優良建築物等整備事業 岡崎市 刈谷市 豊田市 9施設、344戸 872 872

田原市

　公的賃貸住宅家賃低廉化事業 豊橋市 岡崎市 一宮市 1,097戸 531 531

碧南市 豊田市 安城市

稲沢市 知立市 田原市

　住宅地区改良事業等 改良住宅等改善事業 あま市 42戸 46 46

改善推進事業 あま市 - 2 2

小規模住宅地区等改良事業 （空き家再生等推進事業） 豊橋市 岡崎市 みよし市 4施設 424 424

東栄町

住宅新築資金等貸付助成事業 愛知県 - 3 3

愛知県における住宅・建築物の安全性の向上（復興基本方針関連（全国防災））

　公営住宅等ストック総合改善事業 愛知県 一宮市 春日井市 354戸 441 441

　 刈谷市 安城市 西尾市

常滑市

　住宅地区改良事業等 改良住宅等改善事業 一宮市 24戸 64 64

その他関連する事業(A')　合計　 34,062

規　　模事　　　　　　　　　　業 事　業　主　体



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

B'　その他関連する事業
（金額の単位は百万円）

交付期間内 交付金算定

事業費 対象事業費

愛知県地域住宅整備計画(愛知県地域住宅計画)

　道路整備事業 豊橋市 豊田市 田原市 - 430 430

　都市公園整備事業 岡崎市 - 27 27

その他関連する事業(Ｂ')　合計　 457

C'　その他関連する事業
（金額の単位は百万円）

交付期間内 交付金算定

事業費 対象事業費

愛知県地域住宅整備計画(愛知県地域住宅計画)

　公営住宅等関連事業 公営住宅等整備関連事業 愛知県 豊橋市 岡崎市 - 1,657 1,561

一宮市 春日井市 豊田市

西尾市 新城市 知立市

美浜町 幸田町 設楽町

公営住宅等改善関連事業 愛知県 岡崎市 春日井市 - 619 583

豊川市 安城市 東海市

大府市 知多市 田原市

みよし市 あま市

移転助成事業 愛知県 豊橋市 碧南市 - 1,094 1,031

西尾市 新城市 美浜町

　その他住宅等関連事業 愛知県 豊橋市 岡崎市 - 7,441 7,008

一宮市 半田市 春日井市

豊川市 碧南市 刈谷市

豊田市 安城市 西尾市

稲沢市 新城市 大府市

田原市 みよし市 美浜町

東栄町

愛知県における住宅・建築物の安全性の向上（復興基本方針関連（全国防災））

　公営住宅等関連事業 公営住宅等改善関連事業 愛知県 春日井市 常滑市 - 5 5

　その他住宅等関連事業 碧南市 - 2 2

その他関連する事業(C')　合計　 10,190

合計（A+B+C+A'+B'+C'） 51,792

（C+C'/(A+B+C+A'+B'+C'）)

規　　模

事　　　　　　　　　　業

事　業　主　体

規　　模

(一部、平成23～24年度の地域自主
戦略交付金の事業を含む)

事　業　主　体

事　　　　　　　　　　業

効果促進事業等の割合 20.0%



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

　該当なし

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

※「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例の対象となります。（ただし、一定
の要件を満たすことが必要です。）

該当なし

（１）　公営住宅の建替事業に伴う移転者のうち、収入超過者については、特定優良賃貸住宅や高齢者向け優良賃貸住宅、地域優良賃貸住宅
　　　　（以下「地優賃」という。）などの移転先を紹介する。
（２）　地域優良賃貸住宅の入居者の資格等
　　　　○　子育て世帯、高齢者世帯、障害者等世帯以外で、特別な事情があり地優賃に入居させることが適当と認められる世帯は以下に掲
　　　　　げる世帯とする。（愛知県地域優良賃貸住宅制度要綱第7条第1項第4号、豊橋市地域優良賃貸住宅制度要綱第7条第1項第6号エ、
　　　　　岡崎市地域優良賃貸住宅制度要綱第7条第1項第6号エ、豊田市地域優良賃貸住宅制度要綱第5条第1項第4号）
　　　　　・外国人世帯（単身の外国人又は外国人がいる世帯）
　　　　　・被災者世帯（災害により従来の住宅での生活が困難になった世帯）
　　　　　・失業者世帯（失業により従来の住宅での生活が困難になった世帯）
　　　　　・ＤＶ被害者世帯（配偶者からの暴力により従来の住宅での生活が困難になった世帯）
　
        ○　地優賃において３月以上の間、資格を有する入居者が確保できない場合に、知事等及び中部地方整備局長の承認を受け、賃貸す
　　　　　ることができる配慮入居者は以下に掲げる世帯とする。（愛知県地域優良賃貸住宅制度要綱第25条第1項、豊橋市地域優良賃貸住
　　　　　宅制度要綱第31条第1項、岡崎市地域優良賃貸住宅制度要綱第35条第1項、豊田市地域優良賃貸住宅制度要綱第17条第1項第1号及
　　　　　び第2号）
　　　　　・所得が48万7千円以下の世帯



（図面）地域住宅支援

計画の名称 愛知県地域住宅整備計画（愛知県地域住宅計画）(防災・安全)

計画の期間 平成23年度　～　平成27年度 愛知県及び豊橋市始め31市町交付対象

公営住宅等整備事業（南栄住宅）

公営住宅等整備事業（芳ヶ入住宅）

公営住宅等整備事業（下原住宅）

愛知県
公営住宅等整備事業

公営住宅等整備事業 整備イメージ

公営住宅等ストック総合改善事業

愛知県、豊橋市、岡崎市、一宮市、
半田市、春日井市、豊川市、津島市、
碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、
西尾市、蒲郡市、常滑市、江南市、
小牧市、稲沢市、新城市、知多市、
知立市、尾張旭市、田原市

公営住宅等ストック総合改善事業 整備イメージ（耐震改修）

代表事業例


